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１． 17年2月期の業績(平成16年3月1日～平成17年2月28日) 

(1)経営成績   （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高      営業利益  経常利益  
 
17年2月期 
16年2月期 

百万円 

63,201 

86,338 

 

％  

△26.8 

△0.2 

百万円 

△1,826 

11,980 

％  

－ 

△17.5 

百万円 

△1,264 

12,452 

 

％  

－ 

△18.4 

 

 
当期純利益 

１株当たり
当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
17年2月期 
16年2月期 

百万円 

△2,929 

5,005 

％ 

－ 

△9.9 

円 

△5,134  

  8,259 

円 

－ 

－ 

％ 

△4.7 

 7.5 

％ 

△1.7 

16.1 

 

％ 

△2.0 

14.4 

（注）①期中平均株式数 17年2月期   570,488株             16年2月期  594,735株 
    1株当たり当期純利益は発行済株式数から自己株式数を控除した期中平均株式数を用いて算出しております。 
   ②会計処理の方法の変更   無 
   ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

(2)配当状況 

1株当たり年間配当金  
 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配 当 率     

 
17年2月期 
16年2月期 

 円 

2,400 

3,200 

円 

1,600 

1,600 

 円 

 800 

1,600 

百万円 

1,385 

1,812 

％ 

－ 

38.7 

％ 

2.2 

2.9 
 
(3)財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
17年2月期 
16年2月期 

百万円 

74,359 

74,333 

百万円 

62,543 

63,386 

％ 

84.1 

85.3 

円 

104,464 

111,734 

(注) ①期末発行済株式数  17年2月期    598,710.8株 16年2月期   566,454.8株 

   ②期末自己株式数   17年2月期    63,694.2株  16年2月期    95,950.2株 
 
２．18年2月期の業績予想(平成17年3月1日～平成18年2月28日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高 経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 
中間期 
通 期 

百万円 

33,000 

66,800 

百万円 

   980 

 2,530 

百万円 

  △630 

    260 

円 
800 
－ 

円 
－ 
800 

円 
― 
1,600 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 434円 

 

※上記数値予想は、米国産牛肉の輸入禁止措置が通期継続することを前提に予測しております。 
 実際の業績は、米国産牛肉の輸入再開等、様々な要因によって上記予想と大きく異なる可能性があります。 
 なお、業績見込に変更がある場合は、速やかに公表させていただきます。 



 １ 

個別財務諸表等 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円） 

第４７期 第４８期 増 減 

（平成16年2月29日現在） （平成17年2月28日現在） （ △ 減 ） 

期   別 

 

科   目 金 額 構成比 金 額 構 成 比 金 額 

 （資産の部）    ％   ％   

Ⅰ 流 動 資 産          

 現 金 及 び 預 金   17,991   20,506   2,515 

 売 掛 金   1,429   1,112  △ 316 

 商 品   950   786  △ 164 

 製 品   28   34   6 

 原 材 料   297   861   564 

 仕 掛 品   0   0   0 

 貯 蔵 品   31   42   11 

 短 期 貸 付 金   －   246   246 

 1年以内回収予定長期貸付金   －   1,002   1,002 

 未 収 入 金   144   247   102 

 繰 延 税 金 資 産   495   611   116 

 そ の 他   519   208  △ 311 

 貸 倒 引 当 金  △ 1  △ 35  △ 33 

 流 動 資 産 合 計   21,887 29.4  25,625 34.5  3,737 

Ⅱ 固 定 資 産          

1 有 形 固 定 資 産          

 建 物   10,910   10,332  △ 577 

 構 築 物   712   656  △ 55 

 機 械 及 び 装 置   463   423  △ 39 

 車 両 運 搬 具   1   0  △ 0 

 工 具 、 器 具 及 び 備 品   1,676   1,647  △ 29 

 土 地   5,997   4,672  △ 1,325 

 建 設 仮 勘 定   191   137  △ 54 

 有 形 固 定 資 産 合 計   19,953 26.8  17,870 24.0 △ 2,082 

2 無 形 固 定 資 産          

 営 業 権   143   168   24 

 借 地 権   976   492  △ 484 

 商 標 権   17   17  △ 0 

 ソ フ ト ウ エ ア   960   707  △ 252 

 電 話 加 入 権   90   2  △ 87 

 そ の 他   9   6  △ 2 

 無 形 固 定 資 産 合 計   2,197 3.0  1,395 1.9 △ 802 

3 投 資 そ の 他 の 資 産          

 投 資 有 価 証 券   5,771   2,818  △ 2,953 

 関 係 会 社 株 式   7,534   10,399   2,865 

 出 資 金   431   314  △ 117 

 関 係 会 社 出 資 金   274   －  △ 274 

 長 期 貸 付 金   615   887   271 

 従 業 員 長 期 貸 付 金   13   9  △ 4 

 関 係 会 社 長 期 貸 付 金   1,976   954  △ 1,021 

 長 期 前 払 費 用   2,556   2,429  △ 127 

 差 入 保 証 金   9,388   9,324  △ 63 

 会 員 権   91   90  △ 0 

 投 資 不 動 産   2,250   2,371   121 

 繰 延 税 金 資 産   351   870   519 

 そ の 他   482   252  △ 230 

 投 資 損 失 引 当 金  △ 815  △ 471   344 

 貸 倒 引 当 金  △ 627  △ 783  △ 155 

 投 資 そ の 他 の 資 産 合 計   30,294 40.8  29,467 39.6 △ 826 

 固 定 資 産 合 計   52,445 70.6  48,734 65.5 △ 3,711 

 資 産 合 計   74,333 100.0  74,359 100.0  26 



 ２ 
 

（単位：百万円） 

第４７期 第４８期 増 減 

（平成16年2月29日現在） （平成17年2月28日現在） （ △ 減 ） 

期   別 

 

科   目 金 額 構成比 金 額 構 成 比 金 額 
 （負債の部）    ％   ％   

Ⅰ 流 動 負 債          

 買 掛 金   2,920   1,999  △ 920 

 1 年 以 内 償 還 社 債   265   293   27 

 未 払 金   1,031   690  △ 340 

 未 払 法 人 税 等   2,275   96  △ 2,178 

 未 払 費 用   1,049   997  △ 51 

 預 り 金   352   233  △ 119 

 賞 与 引 当 金   686   641  △ 44 

 未 払 消 費 税 等   317   273  △ 44 

 そ の 他   99   97  △ 1 

 流 動 負 債 合 計   8,997 12.1  5,323 7.2 △ 3,673 

           

Ⅱ 固 定 負 債          

 社 債   293   －   △293 

 新 株 予 約 権 付 社 債   －   5,000   5,000 

 退 職 給 付 引 当 金   664   594  △ 70 

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金   514   446  △ 67 

 預 り 保 証 金   476   450  △ 25 

 固 定 負 債 合 計   1,949 2.6  6,491 8.7  4,542 

 負 債 合 計   10,946 14.7  11,815 15.9  868 

           

 （資本の部）          

Ⅰ 資 本 金   10,265 13.8  10,265 13.8  － 

Ⅱ 資 本 剰 余 金          

 1 資 本 準 備 金   11,139   11,139   － 

 資 本 剰 余 金 合 計   11,139 15.0  11,139 15.0  － 

Ⅲ 利 益 剰 余 金          

 1 利 益 準 備 金   1,740   1,740   － 

 2 任 意 積 立 金          

  別 途 積 立 金   52,500   55,500   3,000 

 
 
当期 未処分利 益又は    

当 期 未 処 理 損 失 

 
 5,397  △ 3,616  △ 9,013 

 利 益 剰 余 金 合 計   59,638 80.2  53,624 72.1 △ 6,013 

Ⅳその他有価証券評価差額金   719 1.0 △ 286 △0.4 △ 1,006 

Ⅴ 自 己 株 式  △ 18,377 △24.7 △ 12,199 △16.4  6,177 

 資 本 合 計   63,386 85.3  62,543 84.1 △ 842 

負 債 ･ 資 本 合 計   74,333 100.0  74,359 100.0  26 

 



 ３ 

（２）損益計算書 

（単位：百万円） 

第４７期 第４８期 増 減 
自 平成 15年 3月 1日  自 平成 16年 3月 1日  

至 平成 16年 2月 29日  至 平成 17年 2月 28日  
（ △ 減 ） 

期   別 

 

 

科   目 金 額 百分比 金 額 百 分 比 金 額 

     ％   ％   

Ⅰ 売 上 高   86,338 100.0  63,201 100.0 △ 23,136 

Ⅱ 売 上 原 価   35,339 40.9  28,189 44.6 △ 7,149 

 売 上 総 利 益   50,999 59.1  35,011 55.4 △ 15,987 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費   39,018 45.2  36,837 58.3 △ 2,181 

 営業利益又は営業損失(△)   11,980 13.9 △ 1,826 △2.9 △ 13,806 

Ⅳ 営 業 外 収 益   763 0.8  769 1.2  6 

  受 取 利 息   63   59  △ 4 

  受 取 配 当 金   21   19  △ 2 

  有 価 証 券 売 却 益   4   19   14 

  賃 貸 収 入   298   239  △ 58 

  物 流 収 入   60   49  △ 11 

  受 取 手 数 料   97   89  △ 8 

  雑 収 入   217   293   76 

Ⅴ 営 業 外 費 用   291 0.3  208 0.3 △ 83 

  支 払 利 息   8   6  △ 1 

  投 資 有 価 証 券 売 却 損   12   11  △ 0 

  賃 貸 費 用   146   114  △ 32 

  自 己 株 式 取 得 費 用   11   －  △ 11 

  た な 卸 資 産 評 価 損   50   40  △ 9 

  雑 損 失   62   35  △ 27 

 経常利益又は経常損失(△)   12,452 14.4 △ 1,264 △2.0 △ 13,717 

           

Ⅵ 特 別 利 益   0 0.0  1,462 2.3  1,462 

  固 定 資 産 売 却 益   0   －  △ 0 

  投 資 有 価 証 券 売 却 益   －   1,418   1,418 

  新 株 引 受 権 戻 入 益   －   18   18 

  評 定 済 資 産 戻 入 益   －   24   24 

Ⅶ 特 別 損 失   1,386 1.6  2,894 4.6  1,507 

  固 定 資 産 除 売 却 損   285   280  △ 5 

  固 定 資 産 評 価 損   －   88   88 

  減 損 損 失   －   1,935   1,935 

  投 資 有 価 証 券 売 却 損   －   3   3 

  投 資 有 価 証 券 評 価 損   77   －  △ 77 

  関 係 会 社 株 式 評 価 損   －   30   30 

  契 約 解 約 損   22   8  △ 13 

  貸 倒 引 当 金 繰 入 額   497   75  △ 422 

  投資損失引当金繰入額   423   471   47 

  過 年 度 損 益 修 正 損   80   －  △ 80 

 税 引 前 当 期 純 利 益 又 は     

税 引 前 当 期 純 損 失 (△ ) 

 
 11,065 12.8 △ 2,696 △4.3 △ 13,762 

 法人税、住民税及び事業税   4,112 4.8  182 0.3 △ 3,929 

 法 人 税 等 調 整 額   1,948 2.2  50 0.1 △ 1,897 

 当 期 純 利 益 又 は           

当 期 純 損 失 ( △ ) 

 
 5,005 5.8 △ 2,929 △4.6 △ 7,935 

 前 期 繰 越 利 益   1,298   1,397   99 

 中 間 配 当 額   906   906   － 

 自 己 株 処 分 差 損   －   1,178   1,178 

 当 期 未 処 分 利 益 又 は 

当 期 未 処 理 損 失 （ △ ） 

 
 

5,397  △ 3,616  △ 9,013 



 ４ 

（３）利益処分案  

（単位：百万円） 

第４７期 第４８期 
期 別 

 

 

科 目 金 額 金 額 

         

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益    5,397   － 

Ⅱ 利 益 処 分 額        

  配 当 金   906   －  

     1株につき     

     (普通配当1,600円)     

  役 員 賞 与 金   93   －  

  （うち監査役賞与金）   （ 9）   （ －）  

  任 意 積 立 金        

   別 途 積 立 金   3,000 4,000  － － 

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益    1,397   － 

         
Ⅰ 当 期 未 処 理 損 失    －   3,616 

Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 額        

  別 途 積 立 金 取 崩 額   －   6,000 6,000 

 計    －   2,383 

Ⅲ 利 益 処 分 額        

  配 当 金   － －  478 478 

        1株につき  

        (普通配当 800円)  

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益    －   1,904 

         
（注）  １．第48期は、平成16年11月 9 日に自己株式95,950.2株分を除き906百万円（１株につき 

       1,600円）の中間配当を実施いたしました。 

２．第48期の株主配当金は自己株式63,694.2株分を除いております。 

 

 



 ５ 

重 要 な 会 計 方 針 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
 （１）満期保有目的債券   償却原価法 

 （２）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

 （３）その他有価証券  時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

  時価のないもの…移動平均法による原価法 

 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
（１） 商 品 （市場相場のある肉）  総平均法による低価法 
  （ 上 記 以 外 ）  総平均法による原価法 
（２） 製 品 （市場相場のある肉）  総平均法による低価法 
  （ 上 記 以 外 ）  総平均法による原価法 
（３） 原 材 料 （市場相場のある肉）  総平均法による低価法 
  （ 上 記 以 外 ）  総平均法による原価法 
（４） 仕 掛 品 （市場相場のある肉）  総平均法による低価法 
  （ 上 記 以 外 ）  総平均法による原価法 
（５） 貯 蔵 品   最 終 仕 入 原 価 法 
 
３．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産及び投資不動産 
 

定率法 
ただし、平成１０年４月１日以降取得の建物につきましては定額
法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。  

建 物    ８年～５０年 
機 械 装 置    ７年～１３年 
工具､器具備品    ５年～ ６年 

（２）無形固定資産 定額法 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 
 

４．引当金の計上基準 
（１） 貸倒引当金  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収の可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２） 投資損失引当金  関係会社への投資に対する損失に備えるため、その資産内容等を検
討し計上しております。 

（３） 賞与引当金  従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額に基づき計
上しております。 

（４） 役員退職慰労引当金  役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。 

（５） 退職給付引当金  従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生

していると認められる額を計上しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（１０年）による定額法により、発生事業年度の翌事業年度より費
用処理しております。  
 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建の金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 

６.リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。



 

６ 

７．その他財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

  ①消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

  ②仮払消費税等と仮受消費税等は相殺の上、未払消費税等に表示しております。 
 
（会計方針の変更） 

固定資産の減損に係る会計基準 
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第6号 平成15年10月31日)が平成16年3月31日に終了する事業年度に係る財務諸表から適用できる

ことになったことに伴い、当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適用しております。これによる

税引前当期純損失に与える影響額は1,935百万円であります。 
なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除してお
ります 

 

（表示方法の変更） 

前期まで流動資産の「その他」に含めておりました短期貸付金につきましては、重要性が増したため、

流動資産の「短期貸付金」に区分掲記することとしました。 

なお、前期の流動資産の「その他」に含まれる短期貸付金は265百万円であります。 

 



 

７ 

注記事項 
（貸借対照表関係） 

第４７期 

（平成１６年２月２９日現在） 

第４８期 

（平成１７年２月２８日現在） 

1.有形固定資産の減価償却累計額 1.有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額 

有形固定資産    14,739百万円 

         投資不動産     370百万円 

有形固定資産         16,107百万円 

       投資不動産           473百万円 

2.会社が発行する株式の種類 

 及び総数         普通株式 1,600,000株   

  発行済株式の種類及び総数 普通株式  662,405株 

  自己株式の種類及び数   普通株式  95,950.2株 

2.会社が発行する株式の種類 

 及び総数         普通株式 1,600,000株   

  発行済株式の種類及び総数 普通株式  662,405株 

  自己株式の種類及び数   普通株式  63,694.2株 

3.偶発債務 

  次のとおり債務の保証をしております。 

（単位：百万円） 

3.偶発債務 

  次のとおり債務の保証をしております。 

（単位：百万円） 

被保証先 保証内容 金 額 被保証先 保証内容 金 額 

FC加盟者( 2社) リース債務 0 FC加盟者( 5社) 金融機関借入 78 

FC加盟者( 2社) 割賦販売契約債務 0 ㈱石焼 ﾋﾞﾋﾞﾝﾊﾟ 〃 88 

FC加盟者( 7社) 金融機関借入 135 ㈱沖縄吉野家 〃 49 

㈱ 京  樽 〃  3,500 ㈱北海道吉野家 〃 47 

㈱沖縄吉野家 〃 70 ㈱上海ｴｸｽﾌﾟﾚｽ リース債務 7 

㈱北海道吉野家 〃 
6 

台湾吉野家(股) 金融機関借入  
112 

(33百万NTﾄﾞﾙ) 

㈱上海ｴｸｽﾌﾟﾚｽ リース債務 15 ﾖｼﾉﾔｳｴｽﾄ･ｲﾝｸ 〃 
589 

(5.6百万USﾄﾞﾙ) 

台湾吉野家(股) 金融機関借入        67 
(20百万NTﾄﾞﾙ) 

FC加盟者(80社) 仕入債務           10 

ﾖｼﾉﾔﾆｭｰﾖｰｸ･ｲﾝｸ 
〃 

       79 

(0.7百万USﾄﾞﾙ) 
   

FC加盟者(79社) 仕入債務 13    

 

計  3,889 

  

計  983 

 

 
4.配当制限 
商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を 
付したことにより増加した純資産額は719百万円であ 
ります。 

 
4. 
 



 

 ８ 
 

（損益計算書関係）                         (単位：百万円) 
第４７期 

自 平成１５年３月 １日 

至 平成１６年２月２９日 

第４８期 

自 平成１６年３月 １日 

至 平成１７年２月２８日 

1.販売費に属する費用のおおよその割合は、75% 

 であり、一般管理費に属する費用のおおよその 

 割合は25%であります。主要な費目及び金額は 

 次のとおりであります。 

1.販売費に属する費用のおおよその割合は、77% 

 であり、一般管理費に属する費用のおおよその 

 割合は23%であります。主要な費目及び金額は 

 次のとおりであります。 

広 告 宣 伝 費 

消 耗 品 費 

役 員 報 酬 

給 料 手 当 

賞 与 引 当 金 繰 入 額 

退 職 給 付 費 用 

運 賃 保 管 料 

役員退職慰労引当金繰入額 

パ ー ト 費 

地 代 家 賃 

水 道 光 熱 費 

減 価 償 却 費 

2,205 

1,157 

200 

5,282 

652 

304 

1,991 

49 

11,322 

5,541 

2,183 

2,067 

広 告 宣 伝 費 

消 耗 品 費 

役 員 報 酬 

給 料 手 当 

賞 与 引 当 金 繰 入 額 

退 職 給 付 費 用 

運 賃 保 管 料 

役員退職慰労引当金繰入額 

パ ー ト 費 

地 代 家 賃 

水 道 光 熱 費 

減 価 償 却 費 

2,039 

901 

186 

5,138 

628 

293 

1,841 

71 

10,222 

5,694 

2,113 

2,086 

  

2.固定資産除売却損の内訳は、次のとおりであり 

ます。 

2.固定資産除売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

 建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

工具、器具及び備品 

撤 去 費 用 他 

157 

10 

14 

33 

70 

  建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

工具、器具及び備品 

撤 去 費 用 他 

182 

4 

1 

23 

67 

 

 計 285   計       280  

3. 3.固定資産評価損の内訳は、次のとおりであります。 

     電 話 加 入 権 88  
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4. 4.減損損失 

当事業年度において当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

（単位：百万円）  
用途 種類 減損損失の額 

店舗 

（4店） 

建物、構築物、工具、

器具及び備品、土地 

 

1,269 

賃貸資産 
（須田町 

 ビル） 

建物、構築物、工具、

器具及び備品、借地

権 

 

666 

計 1,935 
 

当社は、減損会計の適用にあたり、主に店舗をキャッ

シュフローを生み出す最小単位としてグルーピングし

ておりますが、工場、配送センター、営業管理等特定

の店舗に関連付けられない資産については、関連する

事業部の共有資産として、本社、寮及び福利厚生施設

等については、全社資産としてグルーピングしており

ます。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額

と、使用価値を比較して、主として、使用価値により

測定しております。正味売却価額は、主に不動産鑑定

基準に基づく鑑定評価額などに合理的な調整を行って

算出した金額を使用しております｡使用価値の算出に

あたっては､将来キャッシュ･フローを 7.87％で割引い

て算出しております。 
 

 

 



 

１０ 

（リース取引関係）          (単位：百万円) 

第４７期 第４８期 
自 平成１５年３月 １日  自 平成１６年３月 １日  
至 平成１６年２月２９日  至 平成１７年２月２８日  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 
 
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
額相当額及び期末残高相当額 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 
 
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
額相当額及び期末残高相当額 

 

 車 両 
運 搬 具 

工具、器具 
及 び 備 品 合 計 

 車 両 
運 搬 具 

工具、器具 
及 び 備 品 合 計 

取 得 価 額 
相 当 額 

 

109 

 

1,783 

 

1,893 
取 得 価 額 
相 当 額 

 

105 

 

1,634 

 

1,740 

減 価 償 却 
累計額相当額 

 

59 

 

885 

 

944 
減 価 償 却 
累計額相当額 

 

69 

 

993 

 

1,062 

期 末 残 高 
相 当 額 

      

 50 

    

  898 

    

  948 
期 末 残 高 
相 当 額 

 

36 

 

641 

 

678 
 
なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残
高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低い
ため、支払利子込み法により算定しております。 
 
（２）未経過リース料期末残高相当額 

 
同  左 
 

 
 
（２）未経過リース料期末残高相当額 

     １ 年 以 内 
     １ 年 超 

  合   計 

422 
526 

948 

    １ 年 以 内 
    １ 年 超 

 合   計 

334 
343 

678 
 
なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固
定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため支
払利子込み法により算定しております。 
 
（３）支払リース料及び減価償却費相当額 

 
同  左 

 
 
 
（３）支払リース料及び減価償却費相当額 

      支 払 リ ー ス 料 
      減価償却費相当額 

409 
409 
 

      支 払 リ ー ス 料 
      減価償却費相当額 

446 
446 

 
（４）減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。 
 

 
（４）減価償却費相当額の算定方法 

同  左 



 

 １１

（税効果会計関係）       (単位：百万円) 

第４７期 

平成１６年２月２９日現在 

第４８期 

平成１７年２月２８日現在 

1.繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 1.繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

 （流動資産） 

  未払事業税 

  賞与引当金繰入超過損金不算入額 
  その他 

  繰延税金資産(流動)計 

 （固定資産） 

  貸倒引当金損金算入限度超過額 

  退職給付引当金損金不算入額 

  役員退職慰労引当金損金不算入額 

  投資損失引当金損金不算入額 

  関係会社株式評価損損金不算入額 

  投資有価証券評価損損金不算入額 

  会員権評価損損金不算入額 

  その他 

   繰延税金資産(固定)小計 

  評価性引当額 

      繰延税金資産(固定)合計 

    （繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 

    繰延税金負債(固定)計 

  繰延税金資産(固定)の純額 

  繰延税金資産の純額 

 

 

 

203 

242 

     50   

495 

 

245 

269 

208 

330 

300 

306 

245 

   97 

2,005 

△1,163  

842 

 

 △491 

 △491 

  351 

    846 

 

（繰延税金資産） 

 （流動資産） 

  賞与引当金損金不算入額 

  税務上の繰越欠損金 
  その他 

  繰延税金資産(流動)計 

 （固定資産） 

  貸倒引当金損金算入限度超過額 

  退職給付引当金損金不算入額 

  役員退職慰労引当金損金不算入額 

  投資有価証券評価損否認額 

  減損損失損金不算入額 

  子会社株式評価損否認額 

  投資損失引当金否認額 

  会員権評価損否認額 

  その他有価証券評価差額金 

  その他 

   繰延税金資産(固定)小計 

  評価性引当額 

      繰延税金資産(固定)合計 

  繰延税金資産の合計 

 

 

 

259 

300 

      51 

611 

 

295 

241 

181 

224 

779 

644 

191 

251 

195 

96 

   3,100 

 △2,229 

     870 

   1,482 

 

 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率               41.8％ 

（調整） 

  評価性引当額             10.5 

  交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7 

  住民税均等割等            1.6 

  事業税率の変更による影響額      0.3 

    その他                 △0.1 

   税効果会計適用後の法人税等の負担率    54.8 
 
３．事業税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負
債の修正 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年法
律第９号）が平成１５年３月３１日に公布されたこと
に伴い、平成１７年３月１日以降開始事業年度におい
て解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及
び繰延税金負債については、その計算にあたって使用
する法定実効税率を４１.８％から４０.６％に変更し
ております。この結果当事業年度末の繰延税金資産の
金額が１１百万円減少し、その他有価証券評価差額金
が１５百万円、当事業年度に計上された法人税等調整
額（借方）が２６百万円それぞれ増加しております。 
 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率               41.8％ 

（調整） 

 評価性引当額              △39.3 

 交際費等永久に損金に算入されない項目  △3.0 

 住民税均等割等             △6.9 

  その他                   △1.2 
  税効果会計適用後の法人税等の負担率    △8.6 
  
 
３． 
 
 

 

 



 

１２ 

 

（１株当たり情報） 

第４７期 

自 平成１５年３月 １日 

至 平成１６年２月２９日 

第４８期 

自 平成１６年３月 １日 

至 平成１７年２月２８日 

１株当たり純資産額         111,734円 

１株当たり当期純利益金額       8,259円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希

薄化効果を有している潜在株式がないため記載をして

おりません。 

第 47期より「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。 

なお、第47期において、従来と同様の方式によった場

合の（1株当たり情報）については、以下のとおりで

あります。 

 

１株当たり純資産額         111,900円 

１株当たり当期純利益金額       8,417円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希

薄化効果を有している潜在株式がないため記載をして

おりません。 

１株当たり純資産額         104,464円 

１株当たり当期純損失金額       5,134円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。 

 

 

 

（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

(単位：百万円) 

 第４７期 

自 平成１５年３月 １日 

至 平成１６年２月２９日 

第４８期 

自 平成１６年３月 １日 

至 平成１７年２月２８日 

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額（△）       （円） 

8,259 △5,134 

当期純利益又は当期純損失（△） 5,005 △2,929 

普通株主に帰属しない金額 93 － 

（うち利益処分による役員賞与金） 93 － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△） 

4,912 △2,929 

期中平均株式数（株） 594,735 570,488 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要 

 第１回、第２回新株引受権

付社債(新株引受権残高２億

74百万円)及び新株予約権

４種類（新株予約権の数

5,630個） 

第２回新株引受権付社債(新株

引受権残高１億 44百万円)、第

1回無担保転換社債型新株予約

権付き社債（社債残高50億円）

に付された新株予約権（新株予

約権の数 30,303個（注））及び

新株予約権４種類（新株予約権

の数5,125個） 

（注）社債残高を期末の転換価額（165,000円）で除して得られた最大整数で表示しております。 

 

 

 




